第３回大阪府新型コロナウイルス感染症対策本部専門家会議の議題に関するご意見（砂川オブザーバー）
	議題
	意見

	（１）これまでの対策と今後の方向性について
	仮説1～3は、国内のCOVID-19対策の柱（クラスター対策、医療体制の強化、市民の行動変容）に概ね沿っており、いずれも妥当と思われる。

仮説1について、先の「自然減」に関する説明は私にはよく分からなかった。結局、国民・府民が自ずと、3月中であっても、クラスター対策などの中で分かってきた数々のリスク要因を避けるために必要な対策（例：3密回避等々）をとって来たことによる影響が、3月末の新規発症減少に表れていたと考えて然るべきではないだろうか（これは自然減とは言わないはず）。その自主的な行動変容に対してインパクトを与えてきたのは、大阪府内ではライブハウスクラスター事例から得られた教訓に関する周知、行政対応としては、3月21日の大阪・兵庫往来自粛要請の呼びかけ、1週間後の府としての外出自粛要請などが含まれると考える。4月7日の国による緊急事態宣言は、市民に行動変容を継続してもらうインパクトはあったと考える。

仮説2については確かに濃厚接触者を迅速に特定し、行動制限を強力にかける上での成果は大であったと考える。

仮説3についてはその通りであるが、入国制限の適切な時期、入国者に必要な対応強化、等に関する検討はさらに必要と私は考える。

	（２）大阪モデルの検証について
	私の理解する大阪モデルの目的は、パンデミックという全国民・全府民が影響を受けている状況下で、迅速に、透明性をもって、そして一般の方々に対して状況や必要な対応を説明するための、リスクコミュニケーション活動そのものであり、その観点でも、府民に向けた修正「大阪モデル」の考え方については全て賛成である。

なお、従前より、「医療体制の指標」に加えて、私は「新規陽性者におけるリンク不明者の割合」、「確定診断検査における陽性率」が中心ではなかろうか、とは述べてきた。数値については検証・検討の余地があるが、サーベイランスの原則である、標準的かつ継続的な指標を用いて、という点では継続が望ましいと考える（感染経路不明者の増加比を除く）。

	（３）大阪の感染状況を踏まえた重症者等に対する今後の感染防止対策について
	・院内感染・施設内感染事例のインパクトは確かに大きい。特に「多くの高齢者・基礎疾患者が利用する医療機関・施設で」「リハビリや地域包括ケア等を含む身体接触の多い活動があり」「感染防止対策加算の無い」多数のCOVID-19の院内感染・重症化リスクが高い病院・施設を中心に、COVID-19を含めた通常時からの感染対策強化・早期探知方法に関する強化は必要な施策である。準備が急がれる。
・集団感染発生時の支援チームの構成として、（院内感染・施設内感染事例調査が可能な）感染症疫学専門家、感染制御専門家（ICN等）、病院機能維持・ロジ担当（DMAT含む）の3本柱が必要とは述べてきた通りである。流行時、複数チームの同時展開が必要である。感染症専門医は必要ではない。
・全国的に（事例の調査が可能な）感染疫学専門家は不足しており、感染症危機管理の専門家として府内でも養成を図ることがベターである。

（以下、クラスター調査全般に関して）

・大阪モデルにも関連するが、新規陽性者におけるリンク情報については、個人情報との関連から、全ての情報をオープンにしないとの前提のもとで、リンクが追えている症例なのかそうでないのかの情報を保健所・本庁間でスムーズにやり取りできる工夫がベターである。

・ゲノム情報の分析もクラスター対策をより有効に進める点での活用の値打ちがある。

・夜の街クラスターに対する調査について、最近は全国的に苦戦しており、府内の調査方法について整理をしておく方が望ましいと考える（業界団体との連携を含む）。また、一旦店舗などで陽性者が出ると、広範に検査を行う必要性が生じることから、PCR検査車などのモバイル検査の体制についても準備が急がれる。
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